


ごあいさつ
                                

　土木研究所が平成13年4月に独立行政法人へ移行し5年が経過しました。5年目の平成17年度は、第1期
中期計画の最終年度として、主務大臣から指示された中期目標に対し、重点プロジェクト研究をはじめ
とする多くの研究成果をとりまとめるなど例年以上に精力的な活動を展開して参りました。
　また、国内外の機関との共同研究においては、土木研究所と地方自治体が共同開発した技術が第1回「も
のづくり日本大賞」内閣総理大臣賞を、また、国際共同研究で行ってきた成果が米国土木学会最優秀論
文賞をそれぞれ受賞するなど、特筆すべき成果も得ました。
　さらに、研究成果を基に、社会資本整備を実施する国土交通省や地方自治体等に対して、年間3,400
件を超える技術指導を行うほか、メディアを通じた情報発信、新技術現場見学会の開催など、研究成果
の普及・技術指導についても積極的に取り組んで参りました。
　こうした活動の一方で、以前より設立準備を進めていた「水災害・リスクマネジメント国際センター」
（ICHARM）が国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の後援のもと、平成18年3月に設立されました。
さらに、平成18年4月からの北海道開発土木研究所との統合に向けた調整を積極的に行いました。
　この業務実績報告書は、これら平成17年度の土木研究所の活動を取りまとめたものです。「業務実績
報告書」は独立行政法人評価委員会が実施する毎年度の業務運営状況の評価のために作成しているもの
で、中期計画に沿って構成されています。平成17年度1年間の活動状況について、できるだけ具体的な
数値や事例、図表を取入れ、紹介しております。この報告書によって土木研究所の現状について皆様方
にご理解頂き、ご意見を賜りましたら幸いです。

　　　　　　　　　　　　　　　 　ご意見の送付先：土木研究所　企画部　研究企画課
　　　　　　　　　　　　　　　  　　 　　　e－mail：kikaku＠pwri.go.jp
　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　　Fax：029（879）6752

　　 
○ 独立行政法人通則法（平成17年法律第113号）第32条
　独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、各事業年度における業務の実績について、評価委員会の評価を受けな
ければならない。
○ 農林水産省・国土交通省令第3号第5条
　研究所は、通則法第32条第1項の規定により各事業年度における業務の実績について独立行政法人評価委員会の評価を受
けようとするときは、当該事業年度の年度計画に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を、当該事業年度の終了
後3月以内に、国土交通省の独立行政法人評価委員会に提出しなければならない。
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た。その結果、５年間で３億円を超える特許使用料収入を得た。

　土木研究所が所有している新技術に関する情報について「新技術情報検索システム」としてインター
ネットで公表し、その活用を図るとともに、「新技術ショーケース」で積極的に紹介してきた。
　研究開発成果は、国や地方公共団体等が行う社会資本整備事業で活用されるように、技術基準やマニュ
アル等に積極的に反映させているほか、幅広い技術者に普及させるため法人著作制度を新しく設け、土
木研究所が監修等を行い、11冊の出版を行った。

ｃ）広範な情報発信
　土木研究所の研究成果や活動については土木研究所報告等の刊行物として取りまとめ関係機関へ送付
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している。
　また、ホームページにおいては、その速報性を活用して最新の活動状況を適宜掲載するほか、データ
等の検索性・配信性を考慮して刊行物や研究成果の検索システム、特許をはじめとした新技術情報検索
システム、研究所が開発した解析プログラム等を掲載している。とくに、海外の研究者に対して研究情
報を発信するために、英文の論文についてはホームページ上での閲覧を可能としている。こうした取り
組み等により、ホームページの総閲覧回数は増加し続け、17年度は13年度の約2.5倍となっている。

　研究所の活動を一般の方々に理解して頂くために、メディアへの情報発信を積極的に実施するほか、
「土木の日研究所一般公開」等の開催により土木研究所へは8,927人、「夏休み親子教室」の開催等によ
り自然共生研究センターへは、14,400人を超える見学者を受け入れた。



第１期中期目標期間の取り組みの概要

20

⑧業務運営の効率化および自己収入の確保
　業務運営にあたっては、情報化・電子化や適切なアウトソーシングの推進、一般管理費の抑制のため
の種々の取り組みにより効率化を推進している。
　また、土木研究所が有する実験施設の貸し出しや特許等知的財産権の使用に際しては適切な料金を徴
収することにより、自己収入の確保に努めた。各種の取り組み努力の結果、中期計画で想定していた年
間35百万円を大幅に上回る収入を得ている。なお、自己収入の一部については目的積立金として積み立
て、既存の実験棟の水災害・リスクマネジメント国際センター棟への改修等に活用している。
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⑨自主改善努力の推進
　独立行政法人評価委員会等での意見を踏まえ、業務運営をさらに円滑化し、質的向上を図る方策や業
務運営に関する適切な評価指標等の検討を行っている。今までに、博士の取得等研究者の質の向上、研
修成果の向上、土木研究所の活動の評価・マネジメントのあり方、社会資本整備への貢献の数値化等に
積極的に取り組み業務運営の改善に反映してきた。

　以上、平成13年４月の独立行政法人化以降の第１期中期目標期間の５年間において、現場への技術指
導や大学・民間機関も含む研究開発のリーダー・コーディネートをはじめとして旧土木研究所が果たし
てきた役割を引き続き伸ばしつつ、他の研究機関に比してやや不足していた研究面を活発化させるとと
もに、国際的研究活動の推進に努めてきた。また、独立行政法人制度の特徴を活用することにより、新
しい取り組みを積極的に行い、関係機関との連携をより密接にしてきた。
　平成18年４月以降は、非国家公務員化とともに、北海道開発土木研究所と統合して、新しい「土木研
究所」として、より質の高い研究を実施するとともに、ニーズに応えた適用性の高い技術を関係機関と
の適切な役割分担・連携のもと、効果的に開発・供給することにより、「土木技術の中核的な研究開発
機関」というビジョンの実現に向け、一歩一歩前進していく。これらにより土木技術の向上を図り、もっ
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て良好な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進に資するという土木研究所の使命を果たして
いく。


